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２０１９年６月２６日

お  客  様  各  位

新 潟 県 労 働 金 庫

拝啓、時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。

当金庫の２０１９年３月期決算の概要、２０２０年３月期事業計画の概要および

役員体制についてご案内いたします。

敬具
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                                               ２０１９年６月２６日

２ ０ １ ９ 年 ３ 月 期 決 算 の 概 要

１．収支の状況

項   目 当   期 前   期 対前期増減額 対前期増減率

経 常 収 益 １０９億１４百万円 １０８億９４百万円 ２０百万円 ０．１８％

経 常 費 用 ８５億４１百万円 ８８億２７百万円 △２億８６百万円 △３．２４％

経 常 利 益 ２３億７２百万円 ２０億６７百万円 ３億 ５百万円 １４．７５％

特 別 利 益 －百万円 －百万円 －百万円 －％

特 別 損 失 ２２百万円 ７２百万円 △５０百万円 △６９．４４％

税引前当期純利益 ２３億４９百万円 １９億９４百万円 ３億５５百万円 １７．８０％

法 人 税 等 合 計 ６億２２百万円 ５億１８百万円 １億 ４百万円 ２０．０７％

当 期 純 利 益 １７億２６百万円 １４億７６百万円 ２億５０百万円 １６．９３％

業 務 純 益 ２３億８５百万円 ２１億４８百万円 ２億３７百万円 １１．０３％

実 質 業 務 純 益 ２３億８５百万円 ２１億４８百万円 ２億３７百万円 １１．０３％

コア業 務 純 益 ２３億９５百万円 ２２億５９百万円 １億３６百万円 ６．０２％

（注）実質業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

    コア業務純益 ＝ 実質業務純益 － 国債等債券損益

（１）経常収益

貸出金利息は、主要な新規貸出金金利の引き下げにより貸出金利回りが０.０２

ポイント低下したことなどから、前期に比べ９３百万円減少しました。

預け金や有価証券などの余裕金利息は、余裕金利回りが０.０２ポイント低下し

たものの、余裕金残高が増加したことから、前期に比べ５百万円増加しました。

労働金庫連合会から受領する利用配当金は、前期に比べ５０百万円減少しました。

以上により、資金運用収益は、前期に比べ１億３７百万円減少しました。

一方、資金運用収益以外の収益が前期に比べ１億５８百万円増加した結果、経常

収益全体では、前期を２０百万円上回る１０９億１４百万円となりました。

（２）経常費用

預金利息は、預金平均残高が増加したものの、預金金利の引下げなどにより預金

利回り（譲渡性預金含む）が０.００５ポイント低下したことから、前期に比べ

３７百万円減少しました。

人件費は、業務の効率化・省力化により超勤時間を削減したことなどから、前期

に比べ７０百万円減少しました。

物件費は、経費削減につとめたほか、減価償却費が減少したことなどから、前期

に比べ１億７１百万円減少しました。

人件費と物件費等を合計した経費は、前期に比べ２億５０百万円減少しました。

これらの結果、経常費用全体では、前期を２億８６百万円下回る８５億４１百万

円となりました。
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（３）経常利益

経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は、前期を３億５百万円上回る２３

億７２百万円となりました。

（４）特別利益および特別損失

特別利益の計上はありませんでした。

特別損失は、店舗の改修等による固定資産処分損が前期を５０百万円下回る２２

百万円となりました。

（５）当期純利益

経常利益から特別損益を差し引いた税引前当期純利益は、前期を３億５５百万円

上回る２３億４９百万円となりました。税引前当期純利益から、法人税等６億８百

万円と、税効果会計の法人税等調整額１４百万円を差し引いた当期純利益は、前期

を２億５０百万円上回る１７億２６百万円となりました。

２．主要勘定の状況

項 目 当   期 前   期 対前期増減額 対前期増減率

預 金 ８,０９９億４７百万円 ７,９７６億９４百万円 １２２億５３百万円 １．５３％

貸出金 ３,７８６億３９百万円 ３,８０５億９４百万円 △１９億５５百万円 △０．５１％

（１）預 金

財形貯蓄の加入者減少などにより、預金の期中増加額が縮小傾向となっている状

況を受けて、積立預金増強運動などの取組みを行ったほか、退職金専用定期預金の

推進強化や相続定期預金、年金受給者向け定期預金を継続して取り扱うなど、お客

様のニーズにきめ細かく対応できるようつとめました。

この結果、期中増加額は１２２億５３百万円（前期１５６億１０百万円）、残高

増加率は１.５３％となりました。

（２）貸出金

住宅ローン利用時にお客様が負担していた保証料を金庫が負担するよう制度改正

を実施したほか、会員組合員のさらなる利用拡大をはかるため、住宅ローンやマイ

カーローンといった主要な商品の会員向け金利を引き下げて推進を強化しました。

このほか、生協組合員向け融資制度である「コープローン」の周知活動や、イン

ターネット経由の融資申込である「ネットカンタン仮申込」の利便性向上に向けた

機能改善を実施しました。

しかしながら、市中金融機関によるローン利用者を巡る競争が激化するなか、新

規住宅着工戸数や乗用車新規登録台数の減少による需要減などから、期末残高は期

首から１９億５５百万円減少し（前期２２億７９百万円の増加）、残高増加率は

△０.５１％となりました。
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３．主な諸比率・諸利回りの状況

（１）諸比率

項   目 当  期 前  期 対前期増減

自己資本比率 (国内基準) １７．９９％ １８．４８％ △０．４９％

６％％
預 貸 率

（残 高） ４６．７４％ ４７．７１％ △０．９７％

３３％%%（平 残） ４６．４３％ ４７．３０％ △０．８７％

４％

（２）諸利回り

項   目 当  期 前  期 対前期増減

貸 出 金 利 回 り １．８３％ １．８５％ △０．０２％

預 け金 利 回 り ０．３４％ ０．３７％ △０．０３％

有価証券利回り １．４２％ １．４１％ ０．０１％

（余裕金利回り） （０．４５％） （０．４７％） (△０．０２％)

資金運用利回り １．１５％ １．１９％ △０．０４％

預 金 利 回 り ０．０３％ ０．０３％ ０．００％

経 費 率 ０．８１％ ０．８６％ △０．０５％

預 金 原 価 率 ０．８４％ ０．８９％ △０．０５％

資金調達原価率 ０．８５％ ０．９０％ △０．０５％

預金貸出金利鞘 ０．９９％ ０．９６％ ０．０３％

総 資 金 利 鞘 ０．３０％ ０．２９％ ０．０１％

（注）預金原価率 ＝ 預金利回り ＋ 経費率

資金調達原価率 ＝（資金調達費用 － 金銭の信託運用見合費用 ＋ 経費）÷ 資金調達勘定計平残

      預金貸出金利鞘 ＝ 貸出金利回り － 預金原価率

      総資金利鞘 ＝ 資金運用利回り － 資金調達原価率

４．不良債権の状況（リスク管理債権額）

項   目 当  期 前  期 対前期増減額 対前期増減率

破 綻 先 債 権 ２億６５百万円 ２億１１百万円 ５４百万円 ２５．５９％

延 滞 債 権 １７億１０百万円 １６億４４百万円 ６６百万円 ４．０１％

３カ月以上延滞債権 ７８百万円 １億４２百万円 △６４百万円 △４５．０７％

貸出条件緩和債権 －百万円 －百万円 －百万円 －％

合   計 ２０億５３百万円 １９億９８百万円 ５５百万円 ２．７５％

リスク管理債権比率 ０．５４％ ０．５２％ ０．０２％

リスク管理債権額の合計は、前期に比べ５５百万円増加し、２０億５３百万円と

なりました。

この結果、貸出金全体に占めるリスク管理債権額の割合は、前期に比べ０.０２

ポイント上昇し、０.５４％となりました。
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２ ０ ２ ０ 年 ３ 月 期 事 業 計 画 の 概 要

１．基本方針

   協同組織の福祉金融機関として、会員やお客様から信頼され、必要とされる金融機

関をめざして、「中期経営計画２０１７」（今年度末までの３カ年計画）の達成に向

けて、以下の３点を基本方針とします。

（１）会員の課題解決に応じた労金運動の展開

    事業基盤の深化（深める）・拡大（広げる）という観点から、会員の実状を踏ま

えた提案活動などを通じて、会員の課題解決や構成員の生活向上に向けた取組みを

進めることにより、会員が主体となった労金運動を展開します。

（２）生涯にわたる生活応援運動による利用者の拡大

  中長期的な資産形成や融資返済に係る相談態勢を強化するとともに、必要な生活

改善提案等を行うことにより、利用者の拡大をはかります。

（３）会員と非営利協同セクターの連携による地域活動の強化

    金庫の役割発揮に向けて、生協やＮＰＯ等の非営利協同セクターと連携したイベ

ントを開催するなど、地域活動の強化をはかります。

２．収支計画

項  目 金   額 対前期増減額

経常収益 １０４億８３百万円 △４億３１百万円

経常費用 ８４億 ６百万円 △１億３５百万円

経常利益 ２０億７７百万円 △２億９５百万円

当期純利益 １６億２７百万円 △９９百万円

３．主要勘定計画

項  目 期中増加計画 期末残高計画 対前期増減率

預 金 ６０億円 ８,１５９億４７百万円 ０．７４％

貸出金 －億円 ３,７８６億３９百万円 －％
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役    員    改    選

今総会は役員の改選期ではありませんが、事情により退任する非常勤理事の補欠選

任を行いました。

以   上

労働金庫は「働く人の夢と共感を創造する協同組織の福祉金融機関」です。

今後ともご支援くださいますようよろしくお願い申しあげます。

〈本件に関するお問い合わせ先〉

経営企画部 飯高、鷲尾

ＴＥＬ ０２５－２２３－８２０７


